
負債の部

科     目 金     額

【流動負債】 【 112,733,037】

買掛金 4,008,848

一年以内返済予定長期借入金 6,000,000

リース債務 3,030,005

未払金 75,237,392

未払費用 18,721,679

未払法人税等 1,667,400

預り金 4,067,713

【固定負債】 【 262,069,994】

長期借入金 260,872,310

リース債務 1,197,684

負債合計 374,803,031

純資産の部

科     目 金     額

【株主資本】 【 285,378,687】

【資本金】 【 100,000,000】

【資本剰余金】 【 905,879,030】

資本準備金 375,877,656

その他資本剰余金 530,001,374

【利益剰余金】 【 △720,500,343】

(その他利益剰余金) ( △720,500,343 )

繰越利益剰余金 △720,500,343

【新株予約権】 【 1,920,000】

新株予約権 1,920,000

純資産合計 287,298,687

負債・純資産合計 662,101,718

科     目 金     額

資産の部

【流動資産】 【 520,577,707】

現金及び預金 381,897,784

売掛金 16,577,137

商品 43,202,755

前払費用 34,981,556

未収入金 3,515,524

未収還付税金 40,489,951

仮払金 86,000

貸倒引当金 △173,000

【固定資産】 【 141,524,011】

(有形固定資産) ( 46,389,628 )

建物 19,246,405

建物付属設備 25,537,768

工具器具備品 64,631,916

リース資産 13,305,116

減価償却累計額 △76,331,577

(無形固定資産) ( 41,891,208 )

ソフトウェア 39,410,174

商標権 2,481,034

(投資その他の資産) ( 53,243,175 )

投資有価証券 800,000

関係会社株式 2,182

出資金 10,000

長期前払費用 1,704,528

敷金・保証金 50,726,465

破産更生債権等 181,977,526

貸倒引当金 △181,977,526

資産合計 662,101,718

(単位：円)

貸 借 対 照 表

株式会社ＴＷＯ

令和  7年  8月31日　現在



個 別 注 記 表

株式会社ＴＷＯ

自 令和  6年  9月 1日  至 令和  7年  8月31日

１．重要な会計方針に係る事項に関する注記
　（1）資産の評価基準及び評価方法
　　　①有価証券の評価基準及び評価方法
　　　　　子会社株式及び関連会社株式・・・・・移動平均法による原価法

　　　　　その他有価証券
　　　　　　時価のないもの・・・・・・・・・・移動平均法による原価法

　　　②たな卸資産の評価基準及び評価方法
　　　　　商品・・・・総平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下による簿価切り下げの
　　　　　　　　　　　方法により算定）

　（2）固定資産の減価償却方法
　　　①有形固定資産（リース資産除く）・・・定率法（ただし、建物（建物附属設備を除く）及び平
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　成28年4月1日以後に取得した建物附属設備については
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　定額法）
　　　　　なお、主な資産の耐用年数は次の通りであります。
　　　　　　建物　　　　　　10～18年
　　　　　　建物付属設備　　８～15年
　　　　　　工具器具備品　　２～８年

　　　②無形固定資産
　　　　　自社利用ソフトウェアについては、社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法
　　　　　を採用しております。

　　　③リース資産
　　　　所有権移転ファイナンスリース取引にかかるリース資産
　　　　　自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法を採用しております。

　　　　所有権移転外ファイナンスリース取引にかかるリース資産
　　　　　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。

　（3）引当金の計上基準
　　　貸倒引当金
　　　　売上債権、貸付金等の債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率
　　　　により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し回収不能見込額を計
　　　　上しております。

　（4）その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項
　　　消費税等の会計処理
　　　　税抜方式によっております。

２．株主資本等変動計算書に関する注記
　（1）当事業年度末日における発行済株式の種類及び総数
　　　　普通株式　　　　　240万株
　　　　Ａ種優先株式　　　12万20株
　　　　Ａ２種優先株式　　15万7,763株
　　　　Ｂ種優先株式　　　124万4,628株

　（2）当事業年度末日における新株予約権（権利行使期間が到来しているものに限る）の目的となる
　　　　株式の種類及び総数
　　　　　第1回新株予約権（時価発行新株予約権）
　　　　　　普通株式　30万株（注）

　　　　（注）新株予約権の行使の条件
　　　　　　　　本新株予約権の受託者は、本新株予約権を行使することができず、かつ、新株予約権発行要
　　　　　　　　項に別段の定めがある場合を除き、受託者より本新株予約権者の付与を受けた者のみが本新
　　　　　　　　株予約権を行使できる。
　　　　　　　　なお、当事業年度末において、受託者より付与された新株予約権はございません。


